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      平成 24 年 1 月 25 日 

各 位 

会 社 名 Ｒ Ｈ イ ン シ グ ノ 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 阿 部 顕 仁  

コード番号 ８ ５ １ ４ （ 札 幌 証 券 取 引 所 ）

問 合 せ 先
取締役ｶﾝﾊﾟﾆｰ本部 

北海道元気計画事業部長
山 本 敬 重  

Ｔ Ｅ Ｌ ０１１－３３０－０６６２ 

 
過年度決算訂正に関するお知らせ 

 
 
 当社は、平成 23 年 12 月 28 日付「監査法人及び社内調査委員会による過年度決算調査において指摘

された事項に基づく過年度有価証券報告書、決算短信等の訂正に関するお知らせ」で公表いたしまし

たとおり、過去の会計処理に下記の誤謬があると判断しましたので、その詳細及び経緯をご報告いた

します。 
  

このため、平成 22 年３月期第 2 四半期から平成 24 年３月期第 2 四半期までの有価証券報告書、四

半期報告書、決算短信、および四半期決算短信を訂正いたす予定でありますのでここにお知らせいた

します。なお、訂正有価証券報告書及び訂正四半期報告書については、現在作成中であり、東京第一

監査法人による監査及び四半期レビューは、現時点では未了であります。 
 株主及び投資家の皆様をはじめご関係の皆様には、ご心配とご迷惑をおかけしますことを心より深

くお詫び申し上げます。 
 

記 
 
1． 訂正の内容 
（1）連結範囲の訂正及びのれん計上の取り消し 
 当社は、平成 21 年 8 月 5 日にインシグノパートナーズ株式会社（以下、ISP 社という。旧：レッド

ホースアセットマネジメント株式会社）株式の取得により 100％子会社化し、平成 22 年３月期第 2 四

半期より連結子会社としておりますが、平成 22 年３月期決算より連結対象としていた ISP 社の子会社

4 社を、平成 22 年３月期第 2 四半期の連結財務諸表に取り込むことといたしました。ISP 社の株式取

得時に、取得先の決算状況を確認したところ ISP社の子会社4社においては連結対象になっておらず、

当社もこれに準じて連結対象外としていましたが、監査法人ハイビスカスより指摘を受け平成 22 年３

月期決算より連結対象としました。 
 ISP 社は、当時の代表取締役が代表を兼務していたことから、株式取得時には特別利害関係人によ

り決議に参加はしておりませんでしたが、ISP 社取得時には決議に参加した取締役 2 名に対し ISP 社

の内容について説明を実施した旨を確認しております。 
これにより株式取得価額と時価との差額 114百万円を平成 22年 3月期第 2四半期にのれんとして計

上を行いましたが、ISP 社の子会社 4 社を連結に取り込むことにより、ISP 社は債務超過に陥ること

が判明したため、のれんの計上を取り消し、全額子会社株式評価損として計上いたします。さらに平

成 22 年 3 月期決算に ISP 社の子会社２社において、販売用不動産評価損 178 百万円をのれんとして

計上いたしましたが、平成 22 年 3 月期第 2 四半期に特別損失として計上いたします。 

Ｎｅｗｓ Ｒｅｌｅａｓｅ 
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（ISP 社の概要） 
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（2）売掛金計上の取り消し 

 当社は、平成 22 年３月期決算において、レッドホースホールディングスを相手先として、特定され

た北海道の中規模不動産の売買及び管理など販売活動から見地案内や契約、物件のメンテナンスや管

理などに関する一切の業務を請負、役務内容を段階的に区分し役務ごとの対価として売上を計上でき

るコンサルティング契約を行い、実行済みの役務までのコンサルフィーとして売掛金 126 百万円を計

上いたしました。 

当該取引は本来、平成 22年 6月から 8月には契約に至ると判断し監査法人ハイビスカスと協議の上、

売掛金計上しておりましたが、中国とのクロスボーダー取引のため円高による相手方の決裁の延期及

び同年９月の尖閣諸島問題などの理由により交渉が一時中断、その後交渉再開にて継続交渉をしてい

く中で東日本大震災などの影響により日本における不動産取得不安が生じ、本日現在まで契約には至

っておらず、社内調査委員会では売買契約に至っていない理由から売上計上を取り消すべきと判断い

たしましたので、平成 22 年３月期決算において計上していた売掛金 126 百万円を取り消すことといた

しました。 

 

（3）非上場会社社債券（営業投資有価証券）の評価損の計上 

 当社は、平成 21 年 7 月 16 日にスワンズ株式会社（以下、スワンズ社という）第 1 回無担保普通社

債 80 百万円、平成 21 年 7 月 27 日に SURE CAPITAL INVESTMENT LIMITED（以下、SURE CAPITAL 社と

いう）第 1回無担保普通社債 50 百万円、平成 21 年 9 月 18 日に SURE CAPITAL 社第２回無担保普通社

債 300 百万円を引き受け、平成 22 年 3 月期第 2 四半期にそれぞれ営業投資有価証券として計上して

います。  

その後、スワンズ社の社債については、償還期限での回収が困難と判断したため、平成 23 年 3 月期

第 1 四半期に貸付金に契約変更することを前提に貸付金に振替たうえで、元本 80 百万円及び社債利息

（未収利息として計上）3.2 百万円の 50％について貸倒引当金を計上し、その後、平成 23 年 3 月期に

回収自体が困難と判断したため、残 50％について貸倒引当金を計上しております。 

また、SURE CAPITAL 社の社債については、平成 22 年 8 月 26 日に、元本及び未収利息の一部入金が

あったものの、残額については回収自体が困難と判断したため、平成 23 年 3 月期において、営業投資

有価証券評価損として 215 百万円を減損処理しております。 

上記のとおり、回収が困難と判断した時点において、必要と認められる金額を減損処理してまいり

ましたが、社内調査委員会の調査により、 初に到来する利払い期日において契約どおりの利払いが

履行されなかった時点で回収不能であったことが明らかであり、平成 22 年 3 月期において減損処理を

すべきとの指摘がありました。また、スワンズ社の社債については、貸付金としておりましたが、こ
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の前提となる貸付金への契約変更が相手先との交渉において社債券として履行したい旨の希望があり、

契約変更がなされていなかったことが判明しました。当社においても誤りがあることを認識し、訂正

が必要であると判断しましたので、スワンズ社については貸付金から営業投資有価証券に計上しなお

したうえで、両社債について回収額を除く全額を減損処理することとしました。 

 

（社債券の概要） 

発行会社 払込日 償還期限 利率 初回社債利息支払日

スワンズ社 平成 21 年 7 月 16 日 平成 22 年 7 月 15 日 年率 6％ 平成 22 年 1 月 15 日

SURE CAPITAL 社 
平成 21 年 7 月 27 日 平成 22 年 7 月 26 日 年率 10％ 平成 23 年 1 月 26 日

平成 21 年 9 月 18 日 平成 22 年 9 月 17 日 年率 10％ 平成 23 年 3 月 17 日

 

（入金実績） 

発行会社 入金日 支払額 

スワンズ社 平成 22 年 7 月 28 日 1,000 千円

SURE CAPITAL 社 平成 22 年 8 月 26 日 168,400 千円

 

今後の回収見通しについて、スワンズ社は平成 23 年 9 月より平成 23 年 12 月までに４回の入金が

あり、合計 242 万を回収しております。また SURE CAPITAL 社については、平成 23 年 9 月 9 日付で

和解書を締結しており平成 25 年 3 月 31 日までに全額回収できる見込みであります。 

 

（4）投資組合の会計処理について 

 当社は、投資事業有限責任組合への出資を行っておりますが、これは「金融商品会計基準」に従い、

組合の構成資産である金融資産を金融商品会計基準に従って評価したうえで、組合の営業により獲得

した損益の持分相当額を有限責任の範囲で損益として計上し、組合の保有するその他有価証券の評価

差額金に対する持分相当額を、その他有価証券評価差額金に計上することとなっておりますが、東京

第一監査法人より、過年度より投資事業有限責任組合の取引残高報告書の損益累計額の数値の拾い間

違い（組合決算書から拾う箇所の誤り）、及び税効果会計の適用の誤りにより、会計処理の誤りを指摘

されました。当社においても誤りがあることを認識し、訂正が必要であると判断しましたので、投資

事業組合の会計処理の修正を行うこととしました。 

 なお、投資事業組合別の数値差異及び決算年度の影響額は別紙①の通りとなる見込みです。 

 

2． 過年度決算の訂正による業績へ与える影響額について 

上記の訂正内容を踏まえ、現在、当社の監査法人である東京第一監査法人と協議を行っており、

影響額について確定しておりませんが、各年度の影響額の概算については、以下の表のとおりにな

る見込みです。 

 

 

（訂正）有価証券報告書 

（単位：千円） 

連結 訂正前 訂正後 影響額 

平成 22 年 3 月期 

（51 期） 

売上高 798,237 672,237 △126,000

営業利益 117,791 △286,737 △404,528

経常利益 64,370 △344,109 △408,479

当期純利益 116,776 △564,086 △680,862

総資産 5,528,254 4,830,353 △697,901

純資産 2,304,085 1,606,102 △697,983
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平成 23 年 3 月期 

（52 期） 

売上高 413,595 413,595 ―

営業利益 △1,631,035 △1,177,275 453,760
経常利益 △1,590,807 △1,155,565 435,242
当期純利益 △2,156,080 △1,478,753 677,327
総資産 3,234,326 3,234,326 ―

純資産 220,346 213,967 △6,379

 

個別 訂正前 訂正後 影響額 

平成 22 年 3 月期 

（51 期） 

売上高 631,421 505,421 △126,000

営業利益 155,947 △267,268 △423,215

経常利益 154,545 △272,280 △426,825

当期純利益 236,776 △340,049 △576,825

総資産 4,913,435 4,337,027 △576,408

純資産 2,407,473 1,830,983 △576,490

平成 23 年 3 月期 

（52 期） 

売上高 202,857 202,857 ―

営業利益 △1,782,185 △1,357,768 424,417
経常利益 △1,778,245 △1,372,412 405,833
当期純利益 △2,259,691 △1,703,858 555,833
総資産 2,599,273 2,599,273 ―

純資産 232,166 225,787 △6,379

 

（訂正）四半期報告書 

（単位：千円） 

連結 訂正前 訂正後 影響額 

平成 22 年 3 月期 

（51 期） 

第 2 四半期 

売上高 355,805 365,075 9,270
営業利益 1,512 10,080 8,568
経常利益 △63,043 △59,568 3,475
当期純利益 △7,632 △274,539 △266,907

総資産 5,849,757 5,986,864 137,107
純資産 2,157,479 1,890,662 △266,817

平成 22 年 3 月期 

（51 期） 

第 3 四半期 

売上高 516,776 533,881 17,105
営業利益 △24,991 △7,995 16,996
経常利益 △53,655 △37,053 16,602
当期純利益 △113 △253,892 △253,779

総資産 5,558,004 5,712,001 153,997
純資産 2,159,264 1,905,742 △253,522

平成 23 年 3 月期 

（52 期） 

第 1 四半期 

売上高 137,906 137,518 △388

営業利益 △144,796 △96,331 48,465
経常利益 △107,978 △57,903 50,075
当期純利益 △96,274 △46,199 50,075
総資産 5,398,607 4,749,707 △648,900

純資産 2,172,257 1,523,099 △649,158
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連結 訂正前 訂正後 影響額 

平成 23 年 3 月期 

（52 期） 

第 2 四半期 

売上高 234,690 234,690 ―

営業利益 △264,221 △207,949 56,272
経常利益 △214,500 △159,468 55,032
当期純利益 △333,003 △277,971 55,032
総資産 5,332,692 4,691,127 △641,565

純資産 2,029,351 1,386,377 △642,974

平成 23 年 3 月期 

（52 期） 

第 3 四半期 

売上高 340,364 340,364 ―

営業利益 △359,355 △295,748 63,607
経常利益 △278,064 △217,242 60,822
当期純利益 △439,632 △378,810 60,822
総資産 5,301,305 4,667,076 △634,229

純資産 1,928,990 1,293,367 △635,623

平成 24 年 3 月期 

（53 期） 

第 1 四半期 

売上高 235,478 235,478 ―

営業利益 △70,195 △66,878 3,317
経常利益 △141,281 △137,371 3,910
当期純利益 △157,489 △113,914 43,575
総資産 3,066,815 2,927,193 △139,622

純資産 75,958 112,561 36,603

平成 24 年 3 月期 

（53 期） 

第 2 四半期 

売上高 642,821 642,821 ―

営業利益 △191,559 △190,989 570
経常利益 △326,023 △256,037 69,986
当期純利益 △167,343 △46,432 120,911
総資産 2,421,376 2,242,966 △178,410

純資産 28,394 116,790 88,396

 
 
 
 

以上 



別紙①

投資事業組合別の数値差異及び決算年度の影響額

平成24年3月期第2四半期 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異
その他有価証券評価差額金 214 338 △ 124 0 △ 11,091 11,091 0 26,239 △ 26,239 42,005 38,225 3,780 42,219 53,741 △ 11,522
繰延税金負債 145 0 145 0 0 0 0 39,502 △ 39,502 28,449 25,993 2,455 28,594 65,496 △ 36,901
投資有価証券 3,223 3,223 0 61,244 61,244 0 54,927 215,742 △ 160,815 72,749 164,249 △ 91,500 214,554 444,459 △ 229,905

平成23年3月期 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異
その他有価証券評価差額金 632 447 184 0 △ 5,644 5,644 63,483 58,324 5,159 42,005 38,378 3,626 106,121 91,507 14,614
繰延税金負債 428 0 428 0 0 0 42,996 39,502 3,494 28,449 25,993 2,455 71,874 65,496 6,378
投資有価証券 4,624 4,624 0 66,692 66,692 0 247,826 247,826 0 164,372 164,372 0 483,515 483,515 0

平成22年3月期 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異 訂正後 訂正前 差異
その他有価証券評価差額金 120 △ 216 336 0 0 0 0 0 0 0 120 △ 216 336
繰延税金負債 81 0 81 0 0 0 0 0 0 0 0 81 0 81
投資有価証券 8,117 8,117 0 77,587 77,587 0 146,989 146,989 0 97,895 99,887 △ 1,991 330,590 332,582 △ 1,991

（単位：千円）
テイボンバリューアップ2号テレコムベンチャー ACA レッドホース1号 合計


